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◆国民経済計算～4―6月期・１次速報～　　8月11日（内閣府） 

　・実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率（季調値）は前期比で０．２％（年率０．８％）。 

　・ＧＤＰ成長率の寄与度は、実質は国内需要（内需）が０．３％、財貨・サービスの純輸出（外需）が－０．１％となった。 

◆民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況～平成18年～　　8月21日（厚生労働省）  

　・妥結額は５，６６１円、賃上げ率は１．７９％となり、額で２３９円、率で０．０８ポイント前年を上回った。 

◆企業における若年者雇用実態調査～平成17年～　　8月22日（厚生労働省） 

　・今後３年間の若年正社員の採用方針について、過去３年間の実績に比べると「増やす」は３６．４％、「ほぼ同じ」は４３．８

％、「減らす」は６．１％、「採用しない」は１３．３％となっている 

◆労働力調査詳細結果～4～6月期平均～　　8月29日（総務省発表） 

　・役員を除く雇用者に占める非正規の職員・従業員の割合は３２．３％と前年同期と同率。 

◆労働経済動向調査～平成18年８月～　　9月1日（厚生労働省発表） 

　・常用労働者過不足判断Ｄ．Ｉ．（「不足」－「過剰」）は、調査産業計で前期と同じ２１ポイントと不足超過幅は横ばい。 

　・雇用調整実施事業所割合（４～６月期実績）は、調査産業計で１２％と前期と比べると横ばい。 

最 近 の 統 計 調 査 より  

8月11日～9月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

学校基本調査速報　～平成１8年度～　　　　8月11日（文部科学省） 

～大学（学部）卒業者の進学率は１２．１％、就職率は６３．７％～ 
　平成18年３月の大学（学部）卒業者数は55万８千人と前年より７千人増加した。卒業後の状況をみると、「大学
院等（注1）への進学率」は12.1％となった。 
　「就職率」は63.7％と前年より4.0ポイント上昇している。男女別にみると、男性60.5％、女性68.1％となっている。
就職先産業の構成をみると、「卸売・小売業」が18.8％、製造業が16.2％、「サービス業（他に分類されないもの）」
が13.4％、「金融・保険業」が9.8％、「医療，福祉」が8.2％などとなっている。 
　また、卒業者数のうち「進学も就職もしていない者（注2）」の比率は14.7％と前年より3.1ポイント低下している。
一時的な仕事に就いた者の比率は3.0％と前年より0.5ポイント低下している。 

（注1）大学院研究科、大学学部、短期大学本
科、大学・短期大学の専攻科、別科 
（注2）家事の手伝いなどで、就職でも大学院
等への進学や専修学校・外国の学校等への入
学等でもないことが明らかな者。なお、「専
修学校・外国の学校等入学者」は平成16年か
ら新たに加わった進路である。 
  

（情報解析課　上村聡子） 

情報解析部 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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労働力 
人口 

短時間 
女性雇用 
者数1） 

就業者数 雇用者数 
失業者数 雇用保険受給者実人員 月間有効求職者数 

季調値 前年比 前年比 

新規求職 
申込件数 

資料出所 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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福利厚生に関する統計調査 今月のキーワード解説 

厚生労働省「就労条件総合調査」 

　この調査は、主要産業における企業の賃金制度、労働時間制度、労働費用、福祉施設制度、退職給付制
度等について総合的に調査し、企業における労働条件に関する現状を明らかにすることを目的としています。 
　2002年調査において、福利厚生制度が調べられており、福利厚生制度がある企業数割合は「健康管理」
72.9％、「社宅・寮」41.2％、「自己啓発支援」28.2％、「社員食堂」27.3％、「文化・体育・余暇施設」
26.1％、「退職準備支援」18.5％、「持ち家援助」11.8％という結果が得られています。 
　調査年から、かなり年数が経過しておりますので、最近の状況の把握が望まれます。 
 
日本経済団体連合会（日本経団連）「福利厚生費調査」 

　この調査は、福利厚生費の実態を把握することにより、今後の福利厚生を含む人事・労務管理の運営に
資することを目的とし、毎年実施されているものです。 
　日本経団連の加盟・会員企業が調査対象のため、大企業が多くなっていますが、法定福利費と法定外福
利費が詳細な内訳別に調査されています。 
　2004年度調査によりますと、企業が負担した福利厚生費は、従業員１人１カ月平均102,372円（前年度
100,811円）で、6年連続して過去最高を更新。そのうち、社会保険料等の企業拠出分である「法定福利費」
は74,106円（同72,853円）、企業が任意に行う福祉施策に要する費用である「法定外福利費」は28,266円（同
27,958円）との結果が得られています（図表参照）。 
 
生命保険文化センター「企業の福利厚生制度に関する調査」 

　企業における福利厚生制度や退職給付制度の現状と今後の変化の方向性を捉えることを目的に、1980年
より３年毎に実施されている調査です。 
　2002年調査は、企業や従業員を対象に行われ、企業調査としては、福利厚生の導入状況、従業員調査と
しては、福利厚生制度の利用状況などが調査されています。 
　2002年調査において、企業調査で人事・労務戦略上の課題が調査されており、「福利厚生制度の再構築」
を課題としている企業はそれほど多くありませんでした（7.7％）。ちなみに、上位の３項目は、「人材の育
成、能力開発」（60.0％）、「人件費の削減・抑制」（51.6
％）、「優秀な従業員の採用」（46.4％）となっています。 
　また、同調査における従業員調査において、従業
員の生活意識・就労意識が調査され、仕事や勤務先
に満足している点と不満な点が尋ねられています。
それによると、「福利厚生制度」が満足とする割合
は8.2％と必ずしも多くありませんでした。ちなみに
満足とする割合の上位３項目は、「通勤時間」（43.2％）、
「職種」（39.5％）、「職場の人間関係」（34.7％）でした。
一方「福利厚生制度」を不満とする割合は、14.5％と
なっていて、満足している割合を上回っています。
なお、不満の割合の上位３項目は「年間の給与総額」
（40.3％）、「賃金・報酬制度」（20.4％）、「休日・休
暇の取得」（19.9％）となっています。 
 
（情報解析課長　秋山　恵一） 


